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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

中間連結会計期間
第15期

中間連結会計期間
第14期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

収益
（千円）

2,638,389 2,364,690 5,056,544

（第２四半期連結会計期間） (1,268,437) (1,140,715)  

税引前中間（当期）利益又は中間損

失
（千円） (77,462) (111,679) 136,878

中間（当期）利益又は中間損失（親

会社の所有者に帰属） （千円）
(66,214) (92,046) 21,702

（第２四半期連結会計期間） ((100,284)) (11,647)  

中間（当期）包括利益（親会社の所

有者に帰属）
（千円） (90,789) (52,000) (75,896)

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 4,361,598 4,283,857 4,339,924

総資産額 （千円） 33,351,058 27,026,896 33,796,648

基本的１株当たり中間（当期）利益

又は中間損失（親会社の所有者に帰

属）
（円）

(2.87) (4.01) 0.94

（第２四半期連結会計期間） ((4.35)) (0.51)  

希薄化後１株当たり中間（当期）利

益（親会社の所有者に帰属）
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 13.08 15.85 12.84

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） (3,963,745) (1,644,807) 194,784

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） (676,138) (560,989) 821,313

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） (2,331,395) (3,856,824) (3,998,225)

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 19,970,039 17,891,451 23,894,677

（注１）当社は要約中間連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

（注２）当社は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に基づいて要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成し

ております。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、引き続き好調なインバウンド需要や、雇用・所得環境の改善が進

む等各種政策の効果もあって、緩やかな回復基調で推移しました。一方、一部個人消費は物価上昇の影響で消費者

心理に弱さが見られ、また米国の通商政策の影響で、関税の引き上げによる輸出減少等を背景に企業収益の悪化懸

念もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いています。

　当社グループが事業展開する国内電子商取引（EC）市場は、物販のみならずサービス分野においてもコロナ前の

水準を上回り堅調に推移しております。またBtoB ECの領域では卸売販売だけに留まらず、他の企業間取引におい

ても法人クレジットカード払いのハードルが下がり、銀行振込に替わる効率的な支払い手段として認知が広がりつ

つあります。こうしたBtoB EC市場における決済の増加もありEC市場全体は拡大していくものと予想されていま

す。一方で、EC市場の伸びに伴い不正利用被害も急拡大しており、2024年の年間被害額が約555億円と過去最悪を

更新し、年々巧妙化するフィッシング詐欺によるカード情報の盗用や、クレジットマスター攻撃等の不正アクセス

等に対し、業界をあげての対応が急務となっており、３Dセキュア（本人認証サービス）による抑止効果が期待さ

れています。

　また、バックオフィス支援系のデジタル市場においては、中小企業を中心に、DX（デジタルトランスフォーメー

ション）の動きが活発となり、生産性向上や業務効率化に向けた需要がさらに拡大しております。非効率なアナロ

グ処理から脱却してデジタル化を推進する政府の各種法改正の動き等、外部環境の変化も相まって、企業はバック

オフィスの処理プロセスや組織の在り方の変革を迫られる状況となっています。特に、経理系業務に関係の深い法

改正として「インボイス制度」や「改正電子帳簿保存法」の義務化への対応等、社会におけるDXの必要性は依然と

して高く、当社グループにとって追い風と言える事業環境が継続しております。

　韓国での国際送金市場においては、新規会員の獲得及び送金件数・金額の拡大が再び見込める外部環境が整いつ

つあります。一方、本サービス利用者は送金時における為替レートに対して非常に敏感に反応するため、為替レー

トの動向により一時的に送金額の波があり、また送金控えを招くウォン安ドル高が継続していることで、国際送金

市場全体については主要仕向け国であるベトナム・フィリピンへの送金を含め若干弱含みで推移いたしました。

　このような環境のもと、当社グループは、当中間連結会計期間において決済事業やバックオフィス業務改善に資

する各種クラウドサービスを中心とした事業法人向けサービスに注力することで成長を加速させ、顧客便益の高い

サービス展開による企業価値向上を目指すことを目標としたグループ経営を行ってまいりました。決済事業におけ

る代理店施策やBtoB領域の強化、対象業種を明確化したサービス訴求による新規加盟店の獲得等により、売上は比

較的堅調に推移いたしました。事業拡大とシェア獲得に向けた積極的なマーケティング施策や新たなサービス提供

に向けた先行投資等を行ったため、当社グループの当中間連結会計期間における経営成績は、収益2,364,690千円

（前年同期比89.6％）、売上総利益1,379,983千円（前年同期比82.5％）、営業損失37,577千円（前年同期は営業

利益55,799千円）、税引前中間損失111,679千円（前年同期は税引前中間損失77,462千円）、中間損失92,046千円

（前年同期は中間損失66,214千円）となりました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、各セグメントの収益は外部顧客からの収益を記載しており

ます。

 

①決済サービス事業

　決済サービス事業におきましては、ECにおける決済ソリューションの提供を行っております。当社子会社であ

る株式会社ゼウス及び株式会社AXES Paymentが提供するクレジットカード決済、銀行振込決済、コンビニ決済

等、対面・非対面を含む様々な「決済サービス」、及びファクタリングを中心とした「フィナンシャルソリュー

ションサービス」が属しております。

　「決済サービス」においては、代理店施策の強化や業種別決済サービスの特化による新規加盟店開拓等によ

り、決済の取扱件数・取扱高は堅調に推移しております。また、「フィナンシャルソリューションサービス」に

おいては、バックオフィスSaaS事業が提供するサービスにファクタリング機能を付帯し、サービス提供の裾野を

拡大しているものの、顧客審査の厳正化に取り組んでおります。

　以上の結果、収益は1,547,410千円（前年同期比95.5％）、営業損失は53,521千円（前年同期は営業利益

61,541千円）となりました。
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②バックオフィスSaaS事業

　バックオフィスSaaS事業におきましては、当社子会社であるSBIビジネス・ソリューションズ株式会社が提供

する企業の「バックオフィス支援系クラウドサービス」や、持分法適用関連会社の株式会社ブロードバンドセ

キュリティが提供する「総合ITセキュリティサービス」等、企業の経理や会計・稟議システム等のバックオフィ

ス業務を支援する様々なサービスとセキュリティ関連サービスが属しております。

　当事業におきましては、各種クラウドサービスの中でも特に請求書管理システム・経費精算システムについて

は、同社による直販営業に加え、地方銀行や税理士・会計系システムベンダーのパートナー経由等、積極的な販

路拡大が奏功しており、新規顧客獲得に向けた各種マーケティング施策や新たな機能開発コスト等をほぼ吸収で

きるまで改善しつつあるものの、新規顧客獲得のための開発投資等を継続しております。

　また、2021年４月以降の投資活動により発生した資産を費用処理していましたが、2025年９月末に実施した回

復兆候判定の結果、回収可能価額の増加が見込まれたため、帳簿価額を回収可能価額まで増額し、その増加額を

減損損失戻入として計上しております。

　以上の結果、収益は590,057千円（前年同期比95.8％）、営業利益は153,334千円（前年同期は営業損失は

3,193千円）となりました。

 

③国際送金事業

　国際送金事業におきましては、当社子会社である韓国のSBI Cosmoney Co.,Ltd.による「国際送金サービス」

が属しております。

　事業を展開する韓国においては、コロナ禍を経て国際送金における新規会員獲得が正常に行える環境に戻って

はいるものの、競争激化及びウォン安ドル高等、為替環境が国際送金には不利な状況が継続していることもあ

り、送金件数・金額は、若干弱含みで推移いたしました。

　以上の結果、収益は227,223千円（前年同期比56.4％）、営業損失は20,610千円（前年同期は営業利益125,134

千円）となりました。

 

（２）財政状態及びキャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ6,769,752千円減少し、27,026,896千円となりまし

た。また、負債合計は前連結会計年度末に比べ6,713,685千円減少し、22,743,039千円、資本合計は前連結会計年

度末に比べ56,067千円減少し、4,283,857千円となりました。

　なお、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ為替変動の影響による増加

額59,394千円を含め6,003,226千円減少し、17,891,451千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッ

シュ・フローの状況及び主な要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは1,644,807千円の支出（前年同期は

3,963,745千円の支出）となりました。これは主に仕入債務及びその他の債務の純減額2,713,173千円によるもので

あります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは560,989千円の支出（前年同期は676,138千

円の支出）となりました。これは主に無形資産の取得による支出413,166千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは3,856,824千円の支出（前年同期は

2,331,395千円の支出）となりました。これは主に社債の償還による支出2,900,000千円によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,800,000

計 42,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発

行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,052,540 24,052,540 非上場
当社は単元株制度を
採用しておりませ
ん。

計 24,052,540 24,052,540 － －

（注）当社は、2025年７月24日付で韓国KOSDAQ市場において上場廃止となりました。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2025年４月１日～
2025年９月30日

－ 24,052,540 － 1,454,100 － 1,404,100
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

SBIホールディングス株式会社 東京都港区六本木１丁目６－１ 17,853,131 77.75

SBIFS合同会社 東京都港区六本木１丁目６－１ 2,819,149 12.28

KOREA SECURITIES DEPOSITORY
23 YEOUINARU-RO,4,GIL,YEONGDEUNGPO-

GU,SEOUL,150-948KOREA
2,289,642 9.97

計 － 22,961,922 100.00

（注）当社は、2025年７月24日付で韓国KOSDAQ市場において上場廃止となりましたことを受け、これまで預託証券保有

者を株式名義人として記載しておりましたが、当半期報告書提出日時点で確認しうる2025年９月30日付当社株主

名簿に表示される株主を記載しております。

　なお、2025年９月30日をもってSBIホールディングス株式会社が売渡株式2,289,642株の全部を取得しましたの

で、実質的当社株主はSBIホールディングス株式会社、及びSBIFS合同会社となります。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

2025年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式1,090,618 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式22,961,922 22,961,922 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 24,052,540 － －

総株主の議決権 － 22,961,922 －

 

②【自己株式等】

2025年９月30日現在
 

所有者の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

SBI FinTech

Solutions株式

会社

東京都渋谷区渋谷

二丁目１番１号
1,090,618 － 1,090,618 4.53

計 － 1,090,618 － 1,090,618 4.53
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について
　当社グループの要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年

大蔵省令第28号、以下で「連結財務諸表規則」という。）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要

件を満たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しておりま

す。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当しますが、同項ただし

書後段の規定に基づき、連結財務諸表規則第１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９

月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けており

ます。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

     （単位：千円）

 
注記
番号

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産      

非流動資産      

有形固定資産（純額） 11  572,715  646,759

無形資産 11  5,541,362  5,691,318

買取債権 13,19  28,713  15,045

繰延税金資産   778,841  811,634

その他の金融資産 19  492,538  477,349

その他の非流動資産   16,311  16,428

非流動資産合計   7,430,480  7,658,533

流動資産      

棚卸資産   2,420  1,997

売上債権及びその他の債権 19  442,477  516,510

買取債権 13,19  1,118,678  412,386

未収還付法人所得税   12,634  285

その他の金融資産 19  414,942  104,342

その他の流動資産   480,340  441,392

現金及び預金 19  23,894,677  17,891,451

流動資産合計   26,366,168  19,368,363

資産合計   33,796,648  27,026,896
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     （単位：千円）

 
注記
番号

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債及び資本      

負債      

非流動負債      

長期借入金 16,19  884,641  817,455

社債 16,19  2,506,073  2,366,654

引当金 17  145,565  140,071

その他の金融負債 19  109,098  105,899

非流動負債合計   3,645,377  3,430,079

流動負債      

短期借入金 16,19  5,999,214  5,222,095

短期社債 16,19  3,539,972  795,187

仕入債務及びその他の債務 18,19  15,267,364  12,531,554

未払法人所得税   236,036  3,641

引当金 17  102,961  100,232

その他の金融負債 19  303,202  231,809

その他の流動負債   362,598  428,442

流動負債合計   25,811,347  19,312,960

負債合計   29,456,724  22,743,039

資本      

資本金 14  1,454,101  1,454,101

資本剰余金 15  1,001,346  1,001,346

利益剰余金   2,260,773  2,168,727

自己株式 14  (362,227)  (366,294)

累積その他の包括利益   (14,069)  25,977

親会社の所有者に帰属する持分   4,339,924  4,283,857

資本合計   4,339,924  4,283,857

負債及び資本合計   33,796,648  27,026,896
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（２）【要約中間連結包括利益計算書】

     （単位：千円）

 
注記
番号

 
 前中間連結会計期間
(自2024年４月１日
　至2024年９月30日)

 
 当中間連結会計期間
(自2025年４月１日
　至2025年９月30日)

収益 ６,７  2,638,389  2,364,690

売上原価   (964,724)  (984,707)

売上総利益   1,673,665  1,379,983

販売費   (657,332)  (612,602)

管理費   (943,743)  (945,105)

その他の収益・費用   (16,791)  140,147

営業利益（損失） ６  55,799  (37,577)

金融収益 ６  2,859  25,654

為替差損益 ６  (60,202)  (18,103)

財務費用 ６,８  (83,312)  (81,653)

持分法による投資損益 ６  7,394  －

税引前中間利益（損失） ６  (77,462)  (111,679)

法人所得税   11,248  19,633

中間利益（損失）   (66,214)  (92,046)

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融資産の純変動
  (958)  766

確定給付制度の再測定   －  －

純損益に振り替えられることのない項目合計   (958)  766

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

為替換算調整勘定   (23,617)  39,280

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計   (23,617)  39,280

税引後その他の包括利益   (24,575)  40,046

中間包括利益   (90,789)  (52,000)

中間利益（損失）の帰属      

親会社の所有者   (66,214)  (92,046)

中間利益（損失）   (66,214)  (92,046)

中間包括利益の帰属      

親会社の所有者   (90,789)  (52,000)

中間包括利益   (90,789)  (52,000)

１株当たり中間利益（円）      

基本的１株当たり中間利益（損失）（円） 10  (2.87)  (4.01)
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

　前中間連結会計期間(自2024年４月１日　至2024年９月30日)

       (単位：千円)

 

注

記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

資本剰余金

利益剰余金 自己株式
 資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余

金合計

2024年４月１日残高  1,454,101 1,315,302 (313,956) 1,001,346 2,239,071 (325,660)

中間包括利益        

中間利益（損失）      (66,214)  

税引後その他の包括利益        

中間包括利益合計  － － － － (66,214) －

2024年９月30日残高  1,454,101 1,315,302 (313,956) 1,001,346 2,172,857 (325,660)

 

       

 

注

記

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

 累積その他の包括利益

親会社の所

有者に帰属

する持分合

計
 

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

の純変動

為替換算調

整勘定

累積その他

の包括利益

合計

2024年４月１日残高  28,118 55,411 83,529 4,452,387 4,452,387

中間包括利益       

中間利益（損失）     (66,214) (66,214)

税引後その他の包括利益  (958) (23,617) (24,575) (24,575) (24,575)

中間包括利益合計  (958) (23,617) (24,575) (90,789) (90,789)

2024年９月30日残高  27,160 31,794 58,954 4,361,598 4,361,598
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　当中間連結会計期間(自2025年４月１日　至2025年９月30日)

       (単位：千円)

 

注

記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

資本剰余金

利益剰余金 自己株式
 資本準備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

2025年４月１日残高  1,454,101 1,315,302 (313,956) 1,001,346 2,260,773 (362,227)

中間包括利益        

中間利益（損失）      (92,046)  

税引後その他の包括利益        

中間包括利益合計  － － － － (92,046) －

自己株式の取得 14      (4,067)

2025年９月30日残高  1,454,101 1,315,302 (313,956) 1,001,346 2,168,727 (366,294)

 

        

 

注

記

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計

 累積その他の包括利益

親会社の所

有者に帰属

する持分合

計
 

その他の包

括利益を通

じて公正価

値で測定す

る金融資産

の純変動

確定給付制

度の再測定

為替換算調

整勘定

累積その他

の包括利益

合計

2025年４月１日残高  16,776 (3,650) (27,195) (14,069) 4,339,924 4,339,924

中間包括利益        

中間利益（損失）      (92,046) (92,046)

税引後その他の包括利益  766 － 39,280 40,046 40,046 40,046

中間包括利益合計  766 － 39,280 40,046 (52,000) (52,000)

自己株式の取得 14     (4,067) (4,067)

2025年９月30日残高  17,542 (3,650) 12,085 25,977 4,283,857 4,283,857
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

     （単位：千円）

 
注記
番号

 
 前中間連結会計期間
(自2024年４月１日
　至2024年９月30日)

 
 当中間連結会計期間
(自2025年４月１日
　至2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．営業活動によるキャッシュ・フロー      

（１）税引前中間利益（損失） ６  (77,462)  (111,679)

（２）加減      

減価償却費及び償却費 ６  430,863  513,808

金融収益 ６  (2,859)  (25,654)

財務費用 ６,８  83,312  81,653

為替差損益   9,389  (13,591)

持分法による投資損益 ６  (7,394)  －

固定資産除却損   900  45

減損損失（又は戻入れ） 12  －  (149,671)

雑損失（雑収入）   18  (26)

   514,229  406,564

（３）運転資本の増減      

売上債権及びその他の債権の増減   (10,191)  (84,813)

棚卸資産の増減   2,239  424

貸倒引当金の増減   (6,781)  10,917

その他資産の増減   (24,445)  39,534

買取債権の増減   3,010,234  720,338

貸付金の増減   1,081,631  329,898

仕入債務及びその他の債務の増減   (7,924,707)  (2,713,173)

引当金の増減   9,713  (12,102)

その他負債の増減   (467,423)  65,853

   (4,329,730)  (1,643,124)

小計   (3,892,963)  (1,348,239)

２．利息の支払額   (51,929)  (63,264)

３．法人所得税の還付額（支払額）   (18,853)  (233,304)

営業活動によるキャッシュ・フロー   (3,963,745)  (1,644,807)
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     （単位：千円）

 
注記
番号

 
 前中間連結会計期間
(自2024年４月１日
　至2024年９月30日)

 
 当中間連結会計期間
(自2025年４月１日
　至2025年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー      

その他の金融資産の取得による支出   (886)  (10,173)

その他の金融資産の回収による収入   1,500  2,253

投資事業組合からの分配による収入   10,127  9,842

利息及び配当金の受取額   2,860  25,654

有形固定資産の取得による支出   (14,982)  (174,231)

無形資産の取得による支出   (681,437)  (413,166)

差入営業保証金の純増減額   1,860  (1,032)

その他の収入（支出）   4,820  (136)

投資活動によるキャッシュ・フロー   (676,138)  (560,989)

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額   (1,800,000)  (200,000)

長期借入金の借入による収入   300,000  －

長期借入金の返済による支出   (541,698)  (658,498)

社債の償還による支出   (200,000)  (2,900,000)

リース債務の支払額   (89,697)  (94,259)

自己株式の取得による支出 14  －  (4,067)

財務活動によるキャッシュ・フロー   (2,331,395)  (3,856,824)

現金及び現金同等物の増加額（減少額）   (6,971,278)  (6,062,620)

現金及び現金同等物の期首残高   26,983,510  23,894,677

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響
額

  (42,193)  59,394

現金及び現金同等物の中間期末残高 19  19,970,039  17,891,451
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　SBI FinTech Solutions株式会社（以下、「当社」）は日本に所在する企業であります。

　その登記している本社及び主要な事業所の住所は当社のウェブサイト(URL https://www.sbi-finsol.co.jp/)

で開示されております。

 

　当社の要約中間連結財務諸表は、2025年９月30日を期末日とし、当社及びその子会社（以下、「当社グルー

プ」）により構成されております。当社グループの最上位の親会社は、SBIホールディングス株式会社です。

 

　当社グループは、電子商取引業者（以下、「加盟店」）と最終消費者間の決済が安全かつ簡単で、そして低コ

ストで行われるように取次ぐ決済サービス及びファクタリングを中心としたフィナンシャルソリューションサー

ビスを提供する決済サービス事業、企業のバックオフィスを支援するバックオフィスSaaS事業及び韓国を拠点と

した国際送金サービスを提供する国際送金事業を営んでおります。各事業の内容については注記６に記載してお

ります。

 

２．作成の基礎

IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

51年大蔵省令第28号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第312

条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

３．重要性がある会計方針

　当社グループが要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結

財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　なお、当中間連結会計期間の法人所得税は年間の見積実効税率に基づいて算定しております。

 

４．重要な会計上の判断及び不確実性の見積りの主要な源泉

　要約中間連結財務諸表の作成に当たり、見積り及び仮定を行うことが要求されます。

　要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断については、原則として、前連結

会計年度に係る連結財務諸表での開示内容と同様であります。

　見積り及び仮定は個々の経験と利用可能なその他の要因に基づいております。そのため、実績値はこのような

見積り値と異なる可能性があります。

　見積り及び基礎となる仮定は継続的に見直されています。会計上の見積りの修正は、修正した期間のみに影響

を与える場合は修正が行われた当該期間に認識され、修正した期間及び将来の期間の双方に影響を及ぼす場合に

は当該期間及び将来の期間で認識します。

 

５．連結範囲の変更

　本要約中間連結財務諸表における連結範囲は、前連結会計年度に係る連結財務諸表から重要な変更はありませ

ん。
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６．セグメント情報

（１）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　また、当社グループの報告セグメントはサービスの性質や対象顧客の類似性を勘案し、売上高の推移等経済

的特徴が概ね類似している事業セグメントを集約しております。

　決済サービス事業はECにおける決済ソリューションの提供を行っております。クレジットカード決済、銀行

振込決済、コンビニ決済等対面・非対面を含む様々な決済サービス、及びファクタリングを中心としたフィナ

ンシャルソリューションサービスが属しております。なお、決済サービス事業のセグメント間収益には本社機

能に係る収益が含まれております。

　バックオフィスSaaS事業は企業のバックオフィス支援及びITセキュリティサービス等、企業向けの様々な支

援サービスが属しております。なお、持分法適用関連会社であった株式会社ブロードバンドセキュリティはIT

セキュリティサービスを提供しておりましたが、全株式を2025年１月に譲渡しております。

　国際送金事業は当社子会社であるSBI Cosmoney Co.,Ltd.による国際送金サービスが属しております。

　また、当中間連結会計期間において、国際送金事業の外部顧客からの収益はすべて韓国で生じていますが、

それ以外の当社グループの重要な事業部門は日本国のみに存在しており、地域別情報の開示を省略しており、

連結収益の10％以上を構成する単一の外部顧客との取引もないため主要な顧客に関する情報の開示も省略して

おります。
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（２）報告セグメントに関する情報

前中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

    （単位：千円）

 
決済サービス

事業

バックオフィ

スSaaS事業
国際送金事業

調整額

（注２）
合計

外部顧客からの収益 1,619,658 615,656 403,075 － 2,638,389

セグメント間収益（注１） 24,952 66,637 － (91,589) －

連結収益合計 1,644,610 682,293 403,075 (91,589) 2,638,389

営業利益（損失） 61,541 (3,193) 125,134 (127,683) 55,799

金融収益 － － － － 2,859

為替差損益 － － － － (60,202)

財務費用 － － － － (83,312)

持分法による投資損益 － 7,394 － － 7,394

税引前中間利益（損失） － － － － (77,462)

その他項目      

減価償却費及び償却費 (267,439) (136,477) (21,701) (5,246) (430,863)

 

当中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

    （単位：千円）

 
決済サービス

事業

バックオフィ

スSaaS事業
国際送金事業

調整額

（注２）
合計

外部顧客からの収益 1,547,410 590,057 227,223 － 2,364,690

セグメント間収益（注１） 2,264 103,203 － (105,467) －

連結収益合計 1,549,674 693,260 227,223 (105,467) 2,364,690

営業利益（損失） (53,521) 153,334 (20,610) (116,780) (37,577)

金融収益 － － － － 25,654

為替差損益 － － － － (18,103)

財務費用 － － － － (81,653)

持分法による投資損益 － － － － －

税引前中間利益（損失） － － － － (111,679)

その他項目      

減価償却費及び償却費 (351,040) (141,163) (21,605) － (513,808)

減損損失の戻入 － 149,671 － － 149,671

（注１）セグメント間収益は、独立第三者間取引における価格に基づいております。

（注２）営業利益の「調整額」は、報告セグメントに帰属しない本社機能に係る全社費用であります。
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７．収益

　「収益」の分解は、以下のとおりであります。なお、グループ会社間の内部取引控除後の金額で表示しており

ます。

（単位：千円）
 

報告セグメント
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

決済サービス事業   

決済サービス 1,319,489 1,343,651

フィナンシャルソリューションサービス 200,901 101,603

その他 99,268 102,156

合計 1,619,658 1,547,410

バックオフィスSaaS事業   

バックオフィスSaaSサービス 578,330 554,629

その他 37,326 35,428

合計 615,656 590,057

国際送金事業   

国際送金サービス 403,075 227,223

合計 403,075 227,223

連結収益合計 2,638,389 2,364,690

 

（単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

顧客との契約から認識した収益 2,437,191 2,262,811

その他の源泉から認識した収益(注１) 201,198 101,879

連結収益合計 2,638,389 2,364,690

（注１）その他の源泉から認識した収益は、IFRS第９号及びIFRS第16号に基づく利息であります。
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８．財務費用

　当社グループの財務費用に関する内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

借入金に係る利息費用（注１） （77,421） （79,603）

債権流動化に係る手数料 （3,034） －

リース債務に係る利息費用 （1,987） （1,407）

資産除去債務に係る利息費用 （57） （57）

その他の利息費用 （72） （37）

償却原価で測定される金融負債に対する利息費

用
（82,571） （81,104）

FVTPLとして指定された金融資産の公正価値に

対する評価損
（741） （549）

合計 （83,312） （81,653）

（注１）当社グループは、国際送金事業における外国為替取引法に基づく履行保証金について、韓国金融監督院

に対する預り代替及び韓国金融監督院が提供するオープンバンキングのシステム利用契約上のサービス安

全維持のため、ソウル保証保険株式会社と許認可保証保険及び履行保証契約を締結して、極度額

26,000,000千ウォンの履行保証を受けています。また、株式会社清水銀行、株式会社愛媛銀行、株式会社

千葉興業銀行及び株式会社徳島大正銀行より社債発行額2,700,000千円の社債保証を受けており、当該保

証料は借入金に係る利息費用に含まれております。
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９．配当金

　当社グループの配当金の内容は以下のとおりであります。

 

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が前中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前中間連結会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。
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10．１株当たり利益

　基本的１株当たり利益は、当社の株主に帰属する利益を各連結会計期間の加重平均普通株式数で割って計算し

ており、各連結会計期間の基本的１株当たり利益の算定内容は以下のとおりであります。

 

（１）基本的１株当たり利益

 
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（損失）

（千円）
（66,214） （92,046）

加重平均普通株式数（株） 23,041,922 22,961,922

親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり中

間利益（損失）（円）
（2.87） （4.01）

　前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の希薄化後１株当たり利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。
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11．有形固定資産及び無形資産

　当社グループの有形固定資産及び無形資産の帳簿価額の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 有形固定資産 無形資産 合計

2025年４月１日残高 572,715 5,541,362 6,114,077

取得 243,364 375,219 618,583

売却又は処分 （33,986） － （33,986）

減価償却費及び償却費 （138,874） （374,934） （513,808）

減損損失戻入 － 149,671 149,671

外貨換算差額 3,540 － 3,540

2025年９月30日残高（注１） 646,759 5,691,318 6,338,077

（注１）有形固定資産には使用権資産が294,994千円含まれております。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩ　ＦｉｎＴｅｃｈ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ株式会社(E27562)

半期報告書

24/44



12．非金融資産の減損損失

　当社グループの非金融資産の減損損失戻入の内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

無形資産   

ソフトウエア（注） － 114,934

ソフトウエア仮勘定（注） － 34,737

合計 － 149,671

（注）減損損失戻入149,671千円は、SBIビジネス・ソリューションズ株式会社の企業支援サービス事業セグメン

ト「マネールック事業」に関するものです。2021年３月期において収益性の低下が見込まれたため減損処

理を行い、2021年４月以降の投資活動により発生した資産を費用処理していましたが、2025年９月末に実

施した回復兆候判定の結果、回収可能価額の増加が見込まれたため、帳簿価額を回収可能価額まで増額

し、その増加額を減損損失戻入として計上しました。

　回収可能価額は使用価値に基づき算定しており、将来キャッシュ・フローの見積額は、経営者が承認し

た事業計画に基づいています。

　なお、減損損失戻入は要約中間連結包括利益計算書の「その他の収益・費用」に含まれています。
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13．買取債権

　当社グループの買取債権の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

１年内回収予定の買取債権 1,119,392 412,725

買取債権（1年内回収予定を除く） 28,716 15,045

貸倒引当金 （717） （339）

合計 1,147,391 427,431

（注１）買取債権は償却原価で測定しております。

（注２）ステージ３にて測定した一部の買取債権については買取債権残高と貸倒引当金を純額表示しておりま

す。
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14．資本金及び自己株式

（１）資本金の内容

　当社グループの資本金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

資本金 1,454,101 1,454,101

資本金の内訳   

普通株式 1,454,101 1,454,101

合計 1,454,101 1,454,101

 

（２）資本金の増減内容

　当社グループの資本金の増減内容は以下のとおりであります。

 授権株式数（株） 発行済株式数（株） 資本金（千円）

2024年４月１日残高 42,800,000 24,052,540 1,454,101

2025年３月31日残高 42,800,000 24,052,540 1,454,101

2025年９月30日残高 42,800,000 24,052,540 1,454,101

　普通株式（無額面株式）は１株当たり１議決権と配当金に対する権利を有します。

 

（３）自己株式の増減内容

　当社グループの自己株式の増減内容は以下のとおりであります。

 株式数（株） 金額（千円）

2024年４月１日残高 1,010,618 325,660

2025年３月31日残高 1,082,618 362,227

2025年９月30日残高 1,090,618 366,294
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15．資本剰余金

（１）資本剰余金の内容

　当社グループの資本剰余金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

資本準備金 1,315,302 1,315,302

その他資本剰余金 （313,956） （313,956）

合計 1,001,346 1,001,346

 

（２）その他資本剰余金の増減内容

　当社グループのその他資本剰余金の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

期首残高 （313,956） （313,956）

中間期末残高 （313,956） （313,956）
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16．有利子負債

（１）有利子負債の内容

　当社グループの有利子負債の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
  

 

前連結会計年度

（2025年３月31日）

当中間連結会計期間

（2025年９月30日）

残高
平均利率

（注２）
残高

平均利率

（注２）

当座借越（注１） 2,691,500 1.32％ 2,500,000 1.38％

１年内返済予定の長期借入金 3,307,714 1.12％ 2,722,095 1.19％

１年内償還予定の社債 3,539,972 1.42％ 795,187 0.54％

１年内支払予定の長期未払金 145,734 － 72,022 －

流動負債 9,684,920 － 6,089,304 －

長期借入金（１年内返済予定を除

く）
884,641 1.51％ 817,455 1.56％

社債（１年内償還予定を除く） 2,506,073 0.37％ 2,366,654 0.37％

長期未払金（１年内支払予定を除

く）
4,821 － － －

非流動負債 3,395,535 － 3,184,109 －

合計 13,080,455 － 9,273,413 －

（注１）2025年９月30日現在、当座借越の限度額は11,900,000千円(2025年３月31日：13,500,000千円)でありま

す。

（注２）平均利率は、前連結会計年度及び当中間連結会計期間終了日現在の借入金及び社債残高を基準とした加

重平均利率であります。
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17．引当金

（１）引当金の内容

　当社グループの引当金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

資産除去債務 71,022 71,765

従業員給付 177,504 168,538

合計 248,526 240,303

非流動負債 145,565 140,071

流動負債 102,961 100,232

合計 248,526 240,303

 

（２）引当金の増減内容

　当社グループの引当金の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
資産除去債務

（注１）

従業員給付に係る引当金

（注２）
合計

2025年４月１日残高 71,022 177,504 248,526

期中増加額 － 234 234

期中減少額（戻入） － （13,084） （13,084）

外貨換算差額                124                3,884                4,008

時間経過による割戻 619 － 619

2025年９月30日残高 71,765 168,538 240,303

（注１）資産除去債務は当社グループのオフィスの原資産に対する原状回復義務に関するものであります。

（注２）従業員給付に係る引当金は、有給休暇に関するものであります。有給休暇は付与された日から１年から

２年が経過すれば消滅するため、当社グループは過去の有給休暇消化率を利用して将来の有給休暇消化

率を見積り、これを有給休暇引当金の算定に利用しております。なお、従業員給付に係る引当金には、

確定給付制度の退職後給付が含まれます。
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18．仕入債務及びその他の債務

　当社グループの仕入債務及びその他の債務の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

未払金 482,866 375,331

営業預り金（注） 14,784,498 12,156,223

合計 15,267,364 12,531,554

（注）営業預り金はクレジットカード会社から受け取り、その後加盟店に支払われるもので、通常の預り期間は

0.5～２ヵ月であり、これによる支払利息は発生しません。
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19．金融商品

（１）金融商品の分類

　当社グループの金融商品の分類の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

金融資産   

償却原価で測定される金融資産   

現金及び預金 23,894,677 17,891,451

売上債権及びその他の債権 442,477 516,510

買取債権 1,147,391 427,431

敷金 154,474 155,214

短期貸付金 338,747 25,648

長期貸付金 256,087 240,056

１年内回収予定の長期未収入金（注１） 4,507 3,257

長期未収入金（注１） 5,398 4,395

その他の金融資産 78,609 82,682

FVTPL 21,795 21,405

FVTOCI 47,863 49,034

合計 26,392,025 19,417,083

金融負債   

償却原価で測定される金融負債   

当座借越 2,691,500 2,500,000

１年内返済予定の長期借入金 3,307,714 2,722,095

長期借入金（１年内返済予定を除く） 884,641 817,455

１年内償還予定の社債 3,539,972 795,187

社債（１年内償還予定を除く） 2,506,073 2,366,654

仕入債務及びその他の債務 15,267,364 12,531,554

１年内支払予定の長期未払金（注２） 145,734 72,022

長期未払金（１年内支払予定を除く）

（注２）
4,821 －

リース債務 261,744 265,686

合計 28,609,563 22,070,653

（注１）前連結会計年度及び当中間連結会計期間終了日現在における１年内回収予定の長期未収入金及び長期未

収入金は、共同支配事業として運用しているソフトウエア等に関わる未収入金であります。

（注２）前連結会計年度及び当中間連結会計期間終了日現在における１年内支払予定の長期未払金、及び長期未

払金は、固定資産の割賦購入及び共同支配事業として運用しているサーバー代に関わる未払金でありま

す。
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（２）金融商品の公正価値

① 金融商品の公正価値等に関する事項

　金融商品の要約中間連結財政状態計算書の計上額及び公正価値は、以下のとおりであります。

　経常的に公正価値で測定する金融商品については、公正価値は帳簿価額と一致し、償却原価で測定されて

いる金融資産、金融負債については、公正価値と帳簿価額は近似しており、また、リース債務については公

正価値の開示が要求されないため、下表には含めておりません。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当中間連結会計期間

（2025年９月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

1年内回収予定の買取債

権及び買取債権
1,148,108 1,147,675 427,770 428,029

敷金 154,474 152,795 155,214 153,920

短期貸付金及び長期貸付

金
595,654 594,787 265,755 265,704

１年内回収予定の長期未

収入金及び長期未収入金
9,905 9,725 7,652 7,512

１年内返済予定の長期借

入金及び長期借入金
4,192,355 4,181,338 3,539,550 3,532,280

１年内償還予定の社債及

び社債
6,046,045 6,035,118 3,161,841 3,141,250

１年内支払予定の長期未

払金及び長期未払金
150,555 150,012 72,022 71,858

 

　長期金融資産及び長期金融負債は帳簿価額で認識しております。

　１年内回収予定の買取債権及び買取債権の公正価値は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来

キャッシュ・フローに債権割引率を加味した利率により割り引いた現在価値であります。

　敷金の公正価値は、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値であ

ります。

　短期貸付金及び長期貸付金の公正価値は、一定の期間ごとに区分した貸付金ごとに、その将来キャッ

シュ・フローに約定金利を加味した利率により割り引いた現在価値であります。

　１年内回収予定の長期未収入金及び長期未収入金の公正価値は、一定の期間ごとに区分した未収入金ごと

に、その将来キャッシュ・フローに信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値であります。

　１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金、１年内償還予定の社債及び社債の公正価値は、一定の期間

ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローに信用リスクを加味した利率により割り引いた現

在価値であります。

　１年内支払予定の長期未払金及び長期未払金の公正価値は、一定の期間ごとに区分した未払金ごとに、そ

の将来キャッシュ・フローに信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値であります。

 

② 要約中間連結財政状態計算書で認識された公正価値の測定

　前連結会計年度及び当中間連結会計期間終了日現在、FVTOCI及びFVTPLを除き当初認識後、公正価値で測

定される金融商品はありません。

　レベル３に分類される金融商品については、取締役会に報告された評価方針及び手続に基づき、外部の評

価専門家又は適切な評価担当者が評価の実施及び評価結果の分析を行っております。

　評価結果は、担当役員及び担当部門責任者によりレビューされ、承認されております。

　財務報告目的で、公正価値測定は、以下に記述するように、そのインプットの観察可能性及びインプット

が公正価値測定全体に与える重要性に応じてレベル１、２、３に分類されます。

・レベル１のインプットは、企業が測定日現在でアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場に

おける（無調整の）相場価格をいいます。

・レベル２のインプットは、レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について

直接又は間接に観察可能なものをいいます。

・レベル３のインプットは、資産又は負債に関する観察可能でないインプットをいいます。

（単位：千円）
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前連結会計年度（2025年３月31日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

FVTOCIの金融資産     

その他の金融資産     

株式 23,863 － 24,000 47,863

FVTPLの金融資産     

その他の金融資産     

出資金 － － 21,795 21,795

 

（単位：千円）

 
当中間連結会計期間（2025年９月30日）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

FVTOCIの金融資産     

その他の金融資産     

株式 25,034 － 24,000 49,034

FVTPLの金融資産     

その他の金融資産     

出資金 － － 21,405 21,405

　上記の金融資産及び金融負債につき前連結会計年度及び当中間連結会計期間においてレベル１とレベル２の間

の移動は発生しておりません。
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（３）レベル３に分類された金融商品の期首残高から中間期末残高への調整表

（単位：千円）

 
FVTOCIの金融資産

株式

FVTPLの金融資産

出資金
合計

2025年４月１日残高 24,000 21,795 45,795

取得 － 10,000 10,000

回収 － － －

分配 － （9,841） （9,841）

利得又は損失    

純損失 － （549） （549）

その他の包括利益 － － －

2025年９月30日残高 24,000 21,405 45,405

　その他の金融資産のうち、FVTOCIの非上場株式の公正価値については、類似企業比較法（類似企業の市場株価

に対する各種財務数値の倍率を算定し、必要な調整を加える方法）や純資産に基づく評価モデル等によっており

ます。

　また、FVTPLの金融資産はピアラベンチャーズ１号投資事業有限責任組合への出資であります。

　ピアラベンチャーズ１号投資事業有限責任組合への出資金については、組合財産の公正価値を測定しており、

当公正価値に対する持分相当額をピアラベンチャーズ１号投資事業有限責任組合への出資金の公正価値としてお

ります。

　当社グループは、一連の取引に基づく純額の債権をFVTPLに分類し、出資金の公正価値評価に伴う正味損失549

千円を要約中間連結包括利益計算書における「財務費用」に含め表示しております。

　公正価値は、割引率の上昇（下落）により減少（増加）します。

　レベル３に分類される金融商品について、インプットがそれぞれ合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場

合の公正価値の著しい増減は想定されておりません。
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20．関連当事者取引

　当社グループの最上位支配株主はSBIホールディングス株式会社（日本企業）であります。

　当社と当社の子会社（当社の関連当事者）の間の取引は連結上消去されているため開示しておりません。

　当社グループとその他の関連当事者との間の取引内容は以下のとおりであります。

 

（１）関連当事者との取引

① 当社グループと関連当事者との取引は以下のとおりであります。

  （単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

収益   

当社株主の関係会社 235,826 247,682

売上原価   

当社株主の関係会社 14,244 3,317

販売費及び管理費   

当社株主の関係会社 32,611 32,194

財務費用   

当社株主の関係会社 20,047 9,761

 

② 当社グループの関連当事者に対する債権・債務の内容は以下のとおりであります。

  （単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

債権   

当社株主の関係会社 59,317 59,569

債務   

当社株主の関係会社 5,315,432 2,478,238

　当社株主の関係会社に対し当中間連結会計期間において24,751,368千円の債権回収の代行を行っており、前

中間連結会計期間においては23,215,609千円の債権回収の代行を行っております。また、当中間連結会計期間

において当社株主の関係会社を通じて決済された18,693,681千円の預り金の支払代行を行っており、前中間連

結会計期間においては17,882,607千円の預り金の支払代行を行っております。

　また、当中間連結会計期間においてSBI生命保険株式会社に対して1,500,000千円及びSBI損害保険株式会社

に対して500,000千円の社債の償還を行っております。

 

　関連当事者との取引は当社グループの一般的な取引条件によって行われております。

　当社グループとSBIグループは、第三者である他社と同等の条件により営業取引等を行っており、当社グ

ループではSBIグループとの取引条件の適切さを確保するため、取引開始前に当社取締役会で決議する体制と

しております。

　関連当事者間の債権・債務に対して提供した担保、又は提供された担保は存在せず、将来に現金で決済され

ます。当該債権・債務に対する保証取引はありません。

　前連結会計年度及び当中間連結会計期間終了日現在、関連当事者に対する債権が不良債権に分類されること

により認識した費用はありません。
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（２）主要な経営幹部に対する報酬

　当社グループの取締役及びその他の主要な経営者に対する報酬は以下のとおりであります。

  （単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自2024年４月１日
至2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自2025年４月１日
至2025年９月30日）

短期給付 79,890 71,099

退職給付費用 5,219 1,992

合計 85,109 73,091

　取締役と主要な経営者に対する報酬は個々の実績と市場の傾向を考慮して株主総会で決定されます。
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21．支出に関するコミットメント

　当社グループの決算日以降の資産の取得に係るコミットメントは以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2025年９月30日）

有形固定資産の購入コミットメント（注） 107,250 －

合計 107,250 －

（注）データベースサーバーのリプレースに係るものであります。
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22．要約中間連結財務諸表の承認

　当社グループは2025年９月30日をもって終了した中間連結会計期間に対して国際会計基準による要約中間連結

財務諸表を作成し、2025年11月13日に取締役会にて承認されております。
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23．後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書 

 

 

2025年11月14日

SBI FinTech Solutions株 式 会 社

取　　締　　役　　会　　　御中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 東　　京　　事　　務　　所 

 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 桃　　　木　　　秀　　　一

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 馬　　　渕　　　直　　　樹

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているSBI FinTech

Solutions株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年

9月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約

中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中

レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、SBI FinTech Solutions

株式会社及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第1号「財務諸表の表示」第4項に基づき、継続企業に関する事項を開示す

る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第1号「財務諸

表の表示」第4項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記
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事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約

中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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